
熊本県私立学校経常費（教育活動復旧事業）補助金交付要項 

 

 （趣旨） 

第１条 知事は、私立学校等の教育条件の維持向上及び私立学校に在学する幼児及び生徒

（以下、「幼児等」という。）に係る修学上の経済的負担の軽減を図るとともに私立学

校の経営の健全性を高め、もって私立学校等の健全な発達に資するため、私立学校にお

ける教育に係る経常的経費について、私立学校等を設置する者（以下「設置者」という。）

に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付については、私立

学校振興助成法（昭和５０年法律第６１号）及び熊本県補助金等交付規則（昭和５６年

熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）の定めるもののほか、熊本県私立学校経

常費補助金交付要項及びこの要項の定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２条 この要項において「私立学校等」とは、学校法人が設置する学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）第１条に規定する中学校、高等学校、幼稚園及び就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園並びに子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第２７条第１項の規定により確認された私立の学校教育法第

１条に規定する幼稚園（第１７条第１項において「特定私立幼稚園」という。）（以

下、「幼稚園等」という。）で、平成２８年４月１４日において現に存するものをい

う。   

 

 （補助対象者） 

第３条 平成２８年熊本地震により被災した私立学校のうち、平成２８年熊本地震による

災害についての激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令（平成２８

年政令第２０７号）により激甚災害として指定された平成２８年熊本地震による被害を

受けた私立学校施設の災害復旧事業（激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関

する法律（昭和３７年法律第１５０号）第４条第５項又は第１７条に規定する事業及び

私立学校建物其他災害復旧費補助金（応急仮設校舎等整備事業）交付要綱に規定する事

業（以下、「私立学校施設災害復旧事業（国庫補助事業）」という。）を実施する私立

学校等の設置者とする。 

 

 （補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は次のとおりとする。 

 （１）人件費（役員報酬及び退職金を除く。） 

 （２）教育研究経費、管理経費 

 （３）災害復旧に要する経費 



 

 （補助金の額） 

第５条 私立学校施設災害復旧事業（国庫補助事業）に要する経費（事務費を含む文部科

学省災害査定後の確定額（事業計画変更があった場合を含む。）の１／６以内の額とす

る。 

但し、過年度に当該補助により支出した額を除いた額とし、当該査定後の補助金の交

付確定後に当該査定に基づく補助の上限額が明らかとなり、既に支払った額が過大とな

る場合は、返還手続きを行うものとする。 

 

 （補助金の不交付等） 

第６条 知事は、規則第４条第１項に規定する調査の結果、設置者が次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、補助金の全部又は一部を交付しないものとする。 

 （１）法令の規定、法令の規定に基づく知事の処分又は寄附行為に違反したもの。 

（２）経理その他事務処理が著しく適正を欠いているもの。 

（３）管理運営が著しく適正を欠いているもの。 

 （４）その他知事が補助金の全部又は一部を交付することが不適当と認めるもの。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、次の各号のとおりとする。 

（１）教育活動復旧事業実施状況調書（別紙様式１） 

（２）収支予算書（別紙様式２） 

（３）学則（幼稚園及び特定私立幼稚園にあっては園則、幼保連携型認定こども園に

あっては、園則及び運営規程） 

３ 第１項及び第３項の申請書の提出期限は、知事が別に定めるものとし、その提出部

数は、１部とするが、熊本県私立学校経常費補助金交付要項に定める補助金を受ける

ため、既に提出している私立学校等においては、前項第３号に定める書類は省略でき

るものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定通知書

（別記第２号様式）により行うものとする。 

 

（交付決定の変更） 

第９条 規則第７条第１項の変更事由は、補助金の額の算定基礎に用いた数に変更又は

錯誤があり、補助金の額に変更を生じる場合とし、変更申請書は別記第３号様式によ

るものとする。 

２ 規則第７条第３項において準用する第６条の規定による変更の決定通知は、変更交



付決定通知書（別記第４号様式）により行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１０条 規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定

の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日までとする。 

 

（実績報告） 

第１１条 規則第１３条の実績報告書は、別記第５号様式によるものとする。 

２ 規則第１３条の添付書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）事業実績書  別紙様式３ 

（２）収支精算書  別紙様式４ 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、補助金の交付決定のあった年度の翌年度の４月

１５日とし、その提出部数は１部とする。 

                                   

（補助金の額の確定） 

第１２条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確定通知書

（別記第６号様式）により行うものとする。 

 

（補助金の請求等） 

第１３条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第７号様式によるものとする。 

 

（証拠書類の保管期間） 

第１４条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、補助金の交付を受けた日の属す

る年度の翌年度から起算して５年間とする。         

 

（雑 則） 

第１５条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 附 則 

１ この要項は、平成２９年３月１７日から施行し、平成２８年４月１４日から適用す

る。 


